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保医発第0306003号  

平成18年3月 6 日  

地方社会保険事務局長  

都道府県民生主管部（局）   

国民健康保険主管課（部）長  

都道府県老人医療主管部（局）   

老人医療主管課（部）長  

厚生労働省保険局医療課長  

厚生労働省保険局歯科医療管理官  

特掲診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて   

標記については、本日、「診療報酬の算定方法」（平成18年厚生労働省告示第92号）の規定に基づ  

き、「特掲診療科の施設基準等」（平成18年厚生労働省告示第94号）が公布され、平成18年4月1日  

より適用されることとなったところであるが、保険医療機関等からの届出を受理する際には、下記の  

事項に留意の上、貴管下の保険医療機関及び審査支払機関等に周知徹底を図り、その取扱いに遺漏の  

ないよう特段の御配慮を願いたい。   

なお、従前の「特掲診療科の施設基準に係る届出に関する手続きの取扱いについて」（平成16年2  

月27日保医発第0227003号）は、平成18年3月31日限り廃止する。   



記  

第】ゝ 特掲診療科の施設基準等  

1、特掲診療科の施設基準等は、「特掲診療科の施設基準等」（平成18年厚生労働省告示第94号）  

の定めるものの他、別添1のとおりとする。   

2 別添1に定める施設基準を歯科診療について適用する場合にあっては、特に規定する場合を除  

き、当該基準中「医師」とあるのは、「歯科医師」と読み替えて適用するものとする。  

第2 届出に関する手続き  

l特掲診療科の施設基準等に係る届出に際しては、特に規定のある場合を除き、当該保険医療機  

関単位で行うものであること。   

2 特掲診療科の施設基準等の各号に掲げる施設基準に係る届出を行おうとする保険医療機関の開  

設者は、当該保険医療機関の所在地の地方社会保険事務局長又は都道府県知事に対して、別添2  

の当該施設基準に係る届出書（届出書添付書類を含む。以下同じ。）を正副2通提出するもので  

あること。なお、国立高度専門医療センター等で内部で権限の委任が行われているときは、病院  

の管理者が届出書を提出しても差し支えない。  

：】届出書の提出があった場合は、届出書を基に、「特掲診療科の施設基準等」及び本通知に規定  

する基準に適合するか否かについて要件の審査を行い、記載事項等を確認した上で受理又は不受  

理を決定するものであること。また、補正が必要な場合は適宜補正を求めるものとする。なお、  

この要件審査に要する期間は原則として2週間以内を標準とし、遅くとも概ね1か月以内（提出  

者の補正に要する期間は除く。）とするものであること。   

4 届出に当たっては、当該届出に係る基準について、特に定めがある場合を除き、実績期間を要  

しない。  

ただし、以下に定める施設基準については、それぞれ以下に定めるところによる。   

（1）開放型病院の施設基準  

届出前30日間の実績を有していること。   

（2）中枢神経磁気刺激による誘発筋電図及び光トポグラフイー、ポジトロン断層撮影、特殊CT  

撮影及び特殊MRI撮影、ポジトロン断層・コンピューター断層複合撮影に係る施設共同利用  

率及び輸血管理科に係る新鮮凍結血衆・赤血球濃厚液割合等  

ア 1月から12月までの1年間の実績をもって施設基準の適合性を判断し、当該要件及び他の  

要件を満たしている場合は、翌年の4月1日から翌々年の3月末日まで所定点数を算定でき  

るものとする。  

イ アにかかわらず、新規届出の場合は、届出前6月の実績を有していれば足りるものとし、  

届出のあった月の末日までに要件審査を終え、届出を受理した場合は、翌月の1日から翌年  

の3月末日まで所定点数を算定することができるものとする。また、月の初日に要件審査を  

終え、届出を受理した場合には当該初日から翌年の3月末日まで所定点数を算定することが  

できるものとする。なお、施設基準に適合しなくなったため所定点数を算定できなくなった  

後に、再度届出を行う場合は、新規届出に該当しないものである。  

ウ 既に施設基準の要件を満たし所定点数を算定している場合であって、当該基準に係る機器  
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を増設する場合にあっては、実績期間を要しないものとする。この場合において、届出のあ   

った月の末日までに要件審査を終え、届出を受理した場合は、翌月の1日から翌年の3月末   

日までは、当該機器についても所定点数を算定することができるものとする。また、月の初   

日に要件審査を終え、届出を受理した場合には当該初日から翌年の3月末日まで当該機器に   

ついても所定点数を算定することができるものとする。  

エ イ又はウに該当する場合は、所定点数を算定し始めた月の初日から同年12月の末日までの   

実績をもって施設基準の適合性を判断し、当該要件及び他の要件を満たしている場合は、翌   

年の4月1日から翌々年の3月末日まで所定点数を算定できるものとする。  

新規届出の場合   

例1：8月1日から算定を開始した場合  

・翌年3月末（③の前日）までは算定可  

・（∋～②までの実績により施設共同利用率に係る基準の適合性を判断   

・施設基準に適合している場合は、③～⑤までの期間算定可   

・ 施設基準に適合していない場合は、③～⑤までの期間算定不可  

・⑤の翌日以後の期間の算定の可否は、②の翌日から④までの期間における実績で判断する。  

④12月末日  ⑤3月末日  （∋8月1日  ②12月末日  ③4月1日  

例2：2月1日から算定を開始した場合  

・翌年の3月末（③の前日）までは算定可  

・①～②までの実績により施設共同利用率に係る基準の適合性を判断  

・施設基準に適合している場合は、③～⑤までの期間算定可  

・施設基準に適合していない場合は、③～⑤までの期間算定不可  

・⑤の翌日以後の期間の算定の可否は、②の翌日から④までの期間における実績で判断する。  

④12月末日  ⑤3月末日  ②12月末日  ③4月1日  ①2月1日  

（3）高エネルギー放射線治療に係る年間実施件数   

ア 1月から12月までの1年間の実績をもって施設基準の適合性を判断し、当該要件及び他の   

要件を満たしている場合は、翌年の4月1日から翌々年3月末日まで所定点数を算定できる  

ものとする。   

イ アにかかわらず、新規届出の場合は、届出前6月の実施件数が、要件とされる年間実施件  

数の半数以上であれば足りるものとし、届出のあった月の末日までに要件審査を終え、届出  

を受理した場合は、翌月の1日から翌年の3月末日まで所定点数を算定することができるも  

のとする。また、月の初日に要件審査を終え、届出を受理した場合には当該初日から翌年の  

3月末日まで所定点数を算定することができるものとする。なお、施設基準に適合しなくな  

ったため所定点数を算定できなくなった後に、再度届出を行う場合は、新規届出に該当しな  

－ 3・－   



いものであること。   

ウ イに該当する場合は、所定点数を算定し始めた月の初日から同年12月末日までの実施件数   

をもって施設基準の適合性を判断し（実施件数が、各施設基準に規定する年間実施件数を12   

で除して得た数に所定点数を算定した月数を乗じて得た数以上であれば、施設基準に適合し   

ているものと判断する。）、当該要件及び他の要件を満たしている場合は、翌年の4月1日  

から翌々年3月末日まで所定点数を算定できるものとする。  

新規届出の場合   

例1：8月1日から算定を開始した場合  

・翌年3月末（③の前日）までは算定可  

・①～②までの実績により実施件数に係る基準の適合性を判断（実施件数が、各施設基準に規   

定する年間実施件数を12で除して得た数に所定点数を算定した月数を乗じて得た数以上であ  

れば、施設基準に適合しているものと判断する。）  

・施設基準に適合している場合は、③～⑤までの期間算定可  

・施設基準に適合していない場合は、③～⑤までの期間算定不可  

・⑤の翌日以後の期間の算定の可否は、②の翌日から④までの期間における実績で判断する。  

（彰12月末日  ⑤3月末日  ①8月1日  ②12月末日  ③4月1日  

例2：2月1日から算定を開始した場合  

・翌年3月末（③の前日）までは算定可  

・①～②までの実績により実施件数に係る基準の適合性を判断（実施件数が、各施設基準に規   

定する年間実施件数を12で除して得た数に所定点数を算定した月数を乗じて得た数以上であ   

れば、施設基準に適合しているものと判断する。）  

・施設基準に適合している場合は、③～⑤までの期間算定可  

・施設基準に適合していない場合は、③～⑤までの期間算定不可  

・⑤の翌日以後の期間の算定の可否は、②の翌日から④までの期間における実績で判断する。  

④12月末日  ⑤3月末日  ②12月末日  ③4月1日  （∋2月1日  

（4）コンタクトレンズ検査料1に係る検査割合   

ア1月から12月までの1年間の実績をもって施設基準の適合性を判断し、当該要件を満たし  

ている場合は、翌年の4月1日から翌々年3月末日まで所定点数を算定できるものとする。   

イ アにかかわらず、新規に届出をする場合は、届出前6月の実績（当該保険医療機関の新規  

開設又は眼科学的検査を実施する診療科を新規開設する場合であって、当該新規開設後6月  

以内に届け出る場合は、届出前3月の実績）をもって施設基準の適合性を判断し、届出のあ  

った月の末日までに要件審査を終え、届出を受理した場合は、翌月の1日から翌年の3月末  

日まで所定点数を算定することができるものとする。また、月の初日に要件審査を終え、届  

出を受理した場合には当該初日から翌年の3月末日まで所定点数を算定することができるも  
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のとする。なお、施設基準に適合しなくなったため所定点数を算定できなくなった後に、再   

度届出を行う場合は、新規に届出をする場合には該当しないものであること。   

ウ イに該当する場合は、所定点数を算定し始めた月の初日から同年12月末日までの実績をも  

って施設基準の適合性を判断し、当該要件を満たしている場合は、翌年の4月1日から翌々  

年3月末日まで所定点数を算定できるものとする。   

エ アからウにかかわらず、コンタクトレンズに係る検査（コンタクトレンズ処方のための眼  

科学的検査及びコンタクトレンズの既装用者に対する眼科学的検査）を実施した患者の診療  

報酬明細書の件数が、届出時の実績が1月当たり平均500件を超える保険医療機関にあっては、   

1月から6月までの6か月間の実績（イに該当し、かつ、6月までに所定点数の算定を開始  

した場合は、所定点数の算定を開始した月の初日から同年6月末日までの実績）をもって施   

設基準の適合性を判断し、当該要件を満たしている場合は、同年の10月1日から翌年3月末  

日まで所定点数を算定できるものとし、7月から12月までの6か月間の実績（イに該当し、  

かつ、12月までに所定点数の算定を開始した場合は、所定点数の算定を開始した月の初日か  

ら同年12月末日までの実績）をもって施設基準の適合性を判断し、当該要件を満たしている  

場合は、翌年の4月1日から9月末日まで所定点数を算定できるものとする。   

オ アからエにかかわらず、コンタクトレンズに係る検査（コンタクトレンズ処方のための眼  

科学的検査及びコンタクトレンズの既装用者に対する眼科学的検査）に係る患者数の割合が、  

暦月1月間で77％を超えた場合又は70％以上77％未満の場合が暦月で3か月を超えた場合は、  

遅滞なく変更の届出を行うものとする。  

新規届出の場合   

例1：8月1日から算定を開始した場合  

・翌年3月末（③の前日）までは算定可  

・①～②までの実績により適合性を判断  

・施設基準に適合している場合は、③～⑤までの期間算定可  

・ 施設基準に適合していない場合は、③～⑤までの期間算定不可  

・⑤の翌日以後の期間の算定の可否は、②の翌日から④までの期間における実績で判断する。  

①8月1日  ②12月末日  ③4月1日  ④12月末日  ⑤3月末日  

例2：2月1日から算定を開始した場合  

・翌年3月末（③の前日）までは算定可  

・①～②までの実績により適合性を判断  

・ 施設基準に適合している場合は、③～⑤までの期間算定可  

・ 施設基準に適合していない場合は、③～⑤までの期間算定不可  

・⑤の翌日以後の期間の算定の可否は、②の翌日から④までの期間における実績で判断する。  

（D2月1日  ②12月末日  ③4月1日  （彰12月末日  ⑤3月末日   
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5 特掲診療科の施設基準等に係る届出を行う保険医療機関が、次のいずれかに該当する場合にあ   

っては当該届出の受理は行わないものであること。  

（1）当該届出を行う前6か月間において当該届出に係る事項に関し、不正又は不当な届出（法令   

の規定に基づくものに限る。）を行ったことがある保険医療機関である場合。  

（2）当該届出を行う前6か月間において療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働   

大臣が定める掲示事項等（平成18年厚生労働省告示第107号）に違反したことがある保険医療機  

関である場合。  

（劫 地方社会保険事務局長又は都道府県知事に対して当該届出を行う時点において、厚生労働大   

臣の定める入院患者数の基準及び医師等の員数の基準並びに入院基本料の算定方法（平成18年   

厚生労働省告示第104号）に規定する基準のいずれかに該当している保険医療機関である場合。  

（4）当該届出を行う前6か月間において、健康保険法（大正11年法律第70号）第78条第1項（同   

項を準用する場合を含む。）及び老人保健法（昭和57年法律第80号）第31条第1項の規定に基   

づく検査等の結果、診療内容又は診療報酬の請求に閲し、不正又は不当な行為が認められた保   

険医療機関である場合。なお、「診療内容又は診療報酬の請求に関し、不正又は不当な行為が   

認められた場合」とは、「保険医療機関及び保険医等の指導及び監査について」（平成12年5   

月31日保発第105号厚生省保険局長通知）に規定する監査要綱に基づき、戒告若しくは注意又は  

その他の処分を受けた場合をいうものとする。  

6 届出の要件を満たしている場合は届出を受理し、次の受理番号を決定し、提出者に対して副本   

に受理番号を付して通知するとともに、審査支払機関に対して受理番号を付して通知するもので  

あること。   

小児科外来診療科   

手術前医学管理料   

ウイルス疾患指導料   

高度難聴指導管理料   

噛息治療管理料   

地域連携小児夜間・休日診療科1   

地域連携小児夜間・休日診療科2   

ニコチン依存症管理料   

開放型病院共同指導料   

在宅療養支援診療所   

地域連携診療計画管理料、地域連携診療計画退院時指導料   

ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ）   

ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ）   

薬剤管理指導料   

歯科疾患総合指導料   

歯科治療総合医療管理料   

在宅時医学総合管理料   

在宅末期医療総合診療科   

地域医療連携体制加算   

血液細胞核酸増幅同定検査  

（小外）  

（手）   

（ウ指）  

（高）   

（噛管）  

（小夜1）  

（小夜2）   

（ニコ）  

（開）  

（支援診）  

（地連携）  

（ハイⅠ）  

（ハイⅡ）  

（薬）  

（歯総指）  

（歯総医）  

（在医総管）   

（在総）  

（歯地連）  

（血）  
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